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１．はじめに 

本発表は、終了後二十数年の在宅生活を経て、当センターを再利用することになった頸髄損傷

者の再訓練及び地域支援体制の再構築等の支援結果と、本ケースから推測された終了者の諸課題

を確認するために行った終了者訪問調査の概要もあわせて報告するものである。 

２．支援の概要 

 本ケースのプロフィール及びアセスメント結果、支援の帰結は表１のとおりである。 

本ケース（女性）は、当センター終了後、夫（終了者・頸損）と 20年以上在宅生活を送ってい

たが、平成 26年 6月に右大腿骨折のため長期入院となった。8月の退院を前に夫からの相談を受

け、短期間での支援が可能であり、早期の地域生活再開の希望があったことから、相談支援事業

所等と連携し、速やかに当センター再利用となる。アセスメントの結果、①医療面・訓練面での

課題、②福祉サービス利用に関する課題、③住環境整備に関する課題、の 3点が確認された。 

 上記の課題解決に向け、目標達成期間を 3ヶ月と設定し、①できなくなった動作等の再獲得、

②地域の主治医（かかりつけ医）の確保、③将来的なサービス利用を想定し、相談支援事業所等

と連携した各種在宅福祉サービスの情報提供及び利用調整、④住宅改修や最新の福祉用具紹介、

機能状態の変化に対応した住環境整備を目標に支援を行い、目標達成し、終了した。 

３．本事例から伺える終了者の傾向 

本ケースに対する一連の支援を通じて、これまでの終了者の中には、家庭復帰後の長い時間経

過によって、加齢等に伴って難しくなった動作の代償手段の獲得、日常的な健康管理、地域での

医療的な支援体制の確保、機能変化に対応した住環境の再調整、めまぐるしい福祉制度の変化に

伴う知識の不足等の新たな課題を抱えている可能性があるものと推測された。これを検証するた

め、当センターにて終了から長期間が経過した終了者の訪問調査を実施（表２参照）した。その

結果、訓練で獲得した動作については住環境や医療的な制約がない限りは維持に努めている状況

が確認できた一方、自助具等に関する最新情報の不足、修理・調整等の社会資源の不足、健康や

生活に関する相談体制からの孤立、等の状況も見られた。 

４．今後の課題 

本ケースの支援及び訪問調査の結果から、頸髄損傷者用の自助具に関する情報・修理等の社会

資源の不足、適切な医療支援体制の確保については、終了者にとって大きな課題となっているこ

とが懸念される。このため、自立支援局における頸髄損傷者支援においては、終了後にこうした

課題を抱えることも想定し、終了者への相談窓口の設置や必要に応じて短期間の再利用を可能と

する方法についても検討していく必要があると考えられる。また、当センターが国リハに統合し

た後は、別府センターとの協力の下に終了者に対する情報発信体制を強化していく必要性もある

と感じた。 



（表１） 

 

【ﾌ ﾟ ﾛ ﾌ ｨ ｰ ﾙ】 

氏 名：Ａ（女性） 年齢：49（再利用時） 

 障害名：頸髄損傷による四肢体幹機能障害（完全麻痺） 

 原疾患：疾病（頸椎硬膜外膿瘍） Zancoli：C6BⅠ/C6BⅡ（右/左） 

 

【ｱｾｽﾒﾝﾄ結果】 

医療面・訓練面での課題 

・偽関節となった大腿部に負担をかけずに訓練実施、骨粗鬆症の治療 

・今後も在宅生活を継続する上で、頸髄損傷に理解のある地元の主治医（か

かりつけ医）及び医療相談体制の確保 

福祉サービスの利用に関する課題 

・日常生活用具や各種福祉サービス等に関する最新情報の提供 

・頸髄損傷者に関する専門知識を有するスタッフによる支援体制の確保 

住環境整備に関する課題 

・加齢等に伴う住居（ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ市営住宅）の玄関スロープの斜度調整 

・玄関扉の重さによる開閉・施錠困難、照明不足による危険の解消 

 

【支援の帰結】 

医療面・訓練面での課題 

・希望動作については再獲得又は動作方法を工夫して自立 

・終了後の受診や健康管理支援体制の確保（かかりつけ医の確保） 

福祉サービスの利用に関する課題 

・モジュラー型手動車いすの情報提供及び簡易電動車いすの操作体験 

・日常生活用具及び洗濯・調理等に関する生活便利グッズ等の紹介 

・住宅改修制度を活用した住宅改修計画の策定（電気錠） 

・相談支援事業所と連携した終了後の在宅生活週間スケジュールの作成 

・困った際の相談支援体制の確保 

住環境整備に関する課題 

・終了後の在宅生活に必要な自助具等の新規作製 

・障害福祉課及び市営住宅担当課と連携した改修の実施（ｽﾛｰﾌﾟ・照明） 

（表２） 

【訪問調査の概要】 

実施期間 

平成 27年 9～10月 

対象者 

男性 5名、女性 1名 

年齢：45 歳～60 歳 

Zancoli：C5A/C6A～ 

両 C6BⅠ、Th12  

終了後年数：13～17 年 

【再利用ケースの支援から予想された課題】 

・加齢等に伴って難しくなった動作に対する代償手段の獲得 

・日常的な健康管理、地域での医療的な支援体制の確保 

・身体機能の変化に対応した住環境の再調整 

・めまぐるしい福祉制度の変化に伴う知識不足 

【実際に挙げられた課題】 

・補装具自助具の入手・製作・修理等に関する相談体制の確保 

・健康管理をはじめ、日常生活で困った際の相談体制の確保 

 


